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ワンポイント 通信 

第３５７号 ２０１７年２月１日発行 

E-mail pro@3d-m.jp  Web http://www.3d-m.jp/ 

TEL 0258-36-2685    FAX 0258-35-2820  

「個人情報保護法改正セミナー」 

２０１７年４月２０日（木） １５：３０～１７：００ 

 本年５月３０日より本格施行される個人情報保護法について、対応方法などを解説します。 

 講師 ： 高野 毅   

 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 笠原・藤澤崚 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ http://www.3d-m.jp/n_contents/stopform.html からお願いします。 

 

 

確定申告の際はお忘れなく！ 
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　確定申告の際には、一定の書類が必要となります。
・受領証、募金団体の預かり証など
・義援金の口座であることが確認できる書類、及び、振込票の控え


ここでいう優遇とは、寄付金控除のことをさします。
対象となる場合には、一定額の所得控除を受けることができます。
次に挙げるのは、対象となる範囲の一例です。
①国または地方公共団体への義援金
寄付金控除の対象です。具体的には、寄付合計額の2,000円を超える部分が、寄付金控除額となります。控除の限度額は、その年中の総所得金額の40％に相当する額です。
②特定の募金団体への義援金
寄付した義援金が募金団体を通じて、最終的に国または地方公共団体に拠出されることが明らかであるという場合には、寄付金控除の対象となります。控除額は、①の場合と同様です。例. 日本赤十字社、中央共同募金会など。
③認定ＮＰＯ法人への義援金
国税庁から認定を受けた認定ＮＰＯ法人で、支出した義援金がその認定ＮＰＯ法人が行う特定非営利活動に関わるものである場合には、寄付金控除の対象となります。





